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欧州統一通貨ユーロ紙幣に描かれている
コミュニケーションを象徴する「Bridge」
ビーアールホールディングスは未来への架け橋を創る企業技術集団を擁する
ホールディング・カンパニーとして、企業価値の最大化、資本効率の更なる向上を
目指すとともに、技術で社会に貢献する企業グループとして、これからもたゆまぬ努力をし続けます。

「人と人」「技術と技術」の橋渡し
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　株主の皆様には平素より格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
　さて、当社の第16期（平成29年4月1日から平成30年3月31日まで）が終了しましたので、当社
グループの業績及び事業活動をご報告させていただきます。

1. 過去最高の受注額を達成
　当社グループの建設事業及び製品販売事業におきまして、期首手持高が28,774百万円（前年
度期首手持高21,993百万円）と30.8%増加して始まりました。プレストレストコンクリート建設業
協会の平成29年度各社受注総額は3,010億円（前年度受注額3,012億円）とわずかながら減少し
ましたが、当社グループの受注額は37,451百万円（前年度受注高31,465百万円）と19.0%増加
し、過去最高の受注額となりました。また、新規の橋梁建設は徐々に減少していますが、日本高速
道路各社の大規模更新・大規模修繕が15年計画の4年目に入り、発注量が対前年同期比で増加
するなど、橋梁の補修・補強分野は今後とも市場の拡大が見込めます。鉄道分野では北陸新幹線
金沢・敦賀間で、北島橋りょう、第二中ノ江橋りょう及び白山・加賀間軌道スラブ、また、九州新幹
線長崎ルートで大村・長崎間軌道スラブを受注いたしました。リニア中央新幹線では自立式ガイ
ドウェイ（関東地区）を受注するなど、今後とも安定した増収増益基調を維持できる見込みであり
ます。

2. 3期連続の増配を目指す
　平成30年3月期の当社グループの業績は、復旧・復興事業や、橋梁の長寿命化修繕計画に真
摯に取り組み、受注は増加しましたが、売上高は23,669百万円（対前年同期比2.9%減）となりま
した。営業利益は1,674百万円（対前年同期比22.0%増）、経常利益は1,632百万円（対前年同期
比22.8%増）となりました。親会社株主に帰属する当期純利益は1,025百万円（対前年同期比
14.0%増）となり、過去最高益を更新しました。この業績を受け、1株当たり2.5円と計画しておりま
した期末配当を3円と増配させていただきました。また、次年度の配当は年間7円（中間3円）と3期
連続の増配を見込んでおります。

3. 21件の共同研究が進行中
　当社グループは長期的な人材育成に取り組んでおり、今年度も広島県のイノベーション人材育
成事業補助金を活用し、国内で博士課程に2名の職員を派遣しております。また、国内13大学や6
団体・企業と21件の共同研究が進行中で、先行するマイクロパイル工法やK-LIP（亜硝酸リチウ
ム）工法など、徐々に成果をあげつつあります。

4. 7期連続の増益を達成
　当事業年度は期首手持高が対前年同期比で30.8%増加し、期中の受注も順調に推移したため、
期末の手持高は42,271百万円（対前年同期比46.9%増）と、過去最高を記録することができまし
た。その結果、3期連続の受注増、親会社株主に帰属する当期純利益は7期連続の増益となりまし
た。これもひとえに、株主の皆様、お取引先様をはじめ、関係者の皆様からのご支援の賜物と心よ
り感謝申し上げます。
　当社は、「技術で社会へ貢献する」企業グループとして、これからも、企業価値の最大化に努め、
資本効率のさらなる向上を目指し、より多くの皆様のご期待にお応えできるよう邁進してまいりま
すので、引き続きご指導ご支援を賜りますようお願い申し上げます。

平成30年6月
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　建設事業におきましては、鉄道建設・運輸機構を中心とした大型工事の受
注が好調で、当連結会計年度の受注高は334億56百万円（前年同期比20.9%
増）となりました。主な受注高といたしましては、鉄道建設・運輸機構発注の
北陸新幹線白山・加賀間軌道スラブ（請負額42億94百万円）、九州新幹線（西
九州）大村・長崎間軌道スラブ（請負額24億10百万円）等で、次期繰越の手持
高は、409億29百万円と過去最高額を記録しております。一方、手持工事の
進捗が伸びず売上高につきま
しては、200億31百万円（前年
同期比7.1%減）となりました
が、粗利益の増加及び不採算
工事の減少等によりセグメン
ト利益につきましては、24億
75百万円（前年同期比24.8%
増）となりました。

売上高�200億31百万円 前年同期比�7.1%減

建設事業
橋りょう土木工事の設計�・�施工

建設事業／売上高�（百万円）

（注）セグメント間取引を含めております。 （注）セグメント間取引を含めております。 （注）セグメント間取引を含めております。 （注）セグメント間取引を含めております。
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　製品販売事業におきましては、当連結
会計年度の受注高は34億70百万円（前年
同期比7.2%増）となりました。また、建築
部材の出荷数量が増加したことにより、
売 上 高 は33億99百 万 円（ 前 年 同 期 比
31.7%増）となりましたが、労務単価の上
昇及び不採算案件の発生等により、セグ
メ ン ト 利 益 は97百 万 円（ 前 年 同 期 比
50.8%減）となりました。

売上高

33億99百万円
前年同期比

31.7%増

製品販売事業
コンクリート二次製品の販売

（注）セグメント間取引を含めております。 （注）セグメント間取引を含めております。 （注）セグメント間取引を含めております。 （注）セグメント間取引を含めております。
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　不動産事業におきましては、当社保有の極
東ビルディングにおいて、事務所賃貸ならび
に一般店舗・住宅の賃貸管理のほか、グルー
プ会社の拠点として、当社が一括して賃借し
た事務所を各グループ会社に賃貸しており、
安定した売上高を計上しております。当連結
会計年度の売上高は1億85百万円（前年同期
比1.0%増）、セグメント利益は1億27百万円

（前年同期比1.7%増）となりました。

売上高

1億85百万円
前年同期比

1.0%増

不動産賃貸事業
当社ビルのマンション賃貸運営等

（注）セグメント間取引を含めております。 （注）セグメント間取引を含めております。 （注）セグメント間取引を含めております。 （注）セグメント間取引を含めております。
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20,031 3,399 185183340350

第 16期
（H30/3）

第 16期
（H30/3）

第 16期
（H30/3）

第 16期
（H30/3）

21,558
2,582

第 15期
（H29/3）

第 15期
（H29/3）

第 15期
（H29/3）

第 15期
（H29/3）

不動産賃貸事業／売上高�（百万円）

　情報システム事業におきましては、国
内のIT関連需要は増えてきており、既存
顧客企業のIT投資が徐々に増えておりま
すが、企業収益や設備投資の格差、都市部
と地方の格差などまだら模様で不透明な
状況が続いております。当連結会計年度
の売上高は3億40百万円（前年同期比
2.6%減）、セグメント利益は1百万円（前
年同期比81.4%減）となりました。

売上高

3億40百万円
前年同期比

2.6%減

情報システム事業
システム開発・販売
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Segment Review
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　桃観大橋は、山陰近畿自動車道（鳥取豊岡宮津自動車道）の
一区間である、延長９．８ｋｍの浜坂道路東側に位置し、起点及
び終点側を山岳トンネルに挟まれた急峻な地形に架橋する橋
梁です。浜坂道路においては、平成２６年度に施工した瀬間大
橋に続いて２橋目となり、いずれも構造形式は、３径間連結バ
ルブT桁橋（５主桁）です。この区間においては、平成２９年１１月
に供用開始しました。本工事の施工上の課題としては、橋梁に
交差する国道１７８号線の迂回路が確保できないため、いかに
最小限の通行規制で架設作業を安全に行うか、ということでし
た。作業時間帯は２３：００～５：００までとし最大１５分の通行止
めを行い、綿密な施工サイクルのもと各施工ステップ毎に、細
心の注意を払い、安全対策（架設機械の固定、桁の固定等）を
行いながら施工を行った結果、苦情等も無く、円滑に無事故で
架設作業を完了し、施主からも高評価をいただきました。

　上武大橋は、埼玉県発注の群馬県伊勢崎市と埼玉県深谷市を結ぶ利根
川に架かる橋梁です。現橋は、昭和９年に架設された橋梁で老朽化が著しく、
幅員が狭いため大型車のすれ違いが困難な状況であり経済面を考慮し橋
梁の架け替えが行われました。新しい橋梁は、橋長888ｍ 総幅員12ｍ、13
径間連続細幅合成箱桁橋で当社はこの内床版工事を施工いたしました。床
版工事は、3工区に分割発注され当社は中央の工区を担当し、施工範囲の
大部分が流水域上であり架設はＰＣ版架
設機による工法を採用しました。また、増
水期間の施工でもっとも条件の悪い中、
地元・発注者・同業他社・協力業者と良好
な関係を築くことで平成29年10月に無
事故無災害で工事を完了し発注者から高
い評価をいただきました。

Topics 1

Topics 2

桃観大橋 極東興和株式会社

極東興和株式会社上武大橋床版

トピックス
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　船穂高架橋及び船穂ONランプ高架
橋は、岡山県倉敷市における倉敷立体
事業の一環として、倉敷市船穂町に架か
る橋梁です。倉敷立体事業は、平成１９
年度から事業を開始し、一般国道２号の
倉敷市新田から倉敷市船穂町船穂に至
る延長７.７kmの区間において、４車線化

を行う事業です。この地区では、高梁川大橋の西詰め及び東詰めの合流
点で、慢性的な交通混雑が発生しています。４車線化により交通容量を拡
大させることで、倉敷市中心部の交通混雑が緩和されるとともに、沿道
環境が改善されることなどが期待されています。本橋梁構造形式は、連
結PCプレテンション方式T桁橋で、本線区間５径間（船穂高架橋）とONラ
ンプ区間６径間（船穂ONランプ高架橋）を施工しました。住宅密集地にお
ける工事となりましたが、施工方法の改善等による工程短縮の実施や、地
域住民とのコミュニケーションを円滑に行うため、地域行事への参加、現
場見学会の開催等を実施し、発注者からは、高い評価をいただきました。

Topics 3
船穂高架橋 極東興和株式会社

　嫁島高架橋は、島根県松江市のJR松江駅の南側3kmほどの所に
あり、日本夕日百選に選ばれた宍道湖の『嫁ヶ島』が目前にあります。
本橋は、JR線を跨ぐ跨線橋として昭和56年に建設された橋長320m

（14径間）のプレストレストコンクリート橋です。
　本工事は、松江市役所から発注されたもので、橋脚に生じたアルカ
リ骨材反応によるひび割れの恒久対策と
してＡＳＲリチウム工法が採用されました。
施工中に現場見学会を開催しましたが、
島根県での採用実績が増加していること
から関心が高く多数の参加者があり活発
な質疑応答がなされました。

Topics 4
嫁島高架橋下部工補修工事 極東興和株式会社

Topics

6



島と島を
橋でつなぐ海の道

「しまなみ海道」

　当社グループでは、社会貢献の観点から「しまなみ海道自
転車道利用促進協議会」が取り組むサイクリングロードへの
セーフティマット設置事業への協賛を通じ、利便性の向上や地
域の活性化を応援しています。

大島架橋 ガスホルダー・ダンパー
基礎補強工事

　大島架橋事業は、平成23年3月11日に発生した東北地方太平洋
沖地震の大津波によって気仙沼大島が数週間孤立したことから、そ
の必要性・重要性が再認識され事業が本格化しました。本事業のシ
ンボルとなる気仙沼大島大橋は、ＪＦＥ・橋本店・東日本コンクリート
特定企業体にて橋梁上下部工事を受注し、当社は下部工を担当しま
した。本橋は橋長356ｍ、支間長297ｍ、幅員9.5ｍの鋼中路式アー
チ橋で、国内では2番目に長い支間長となっています。平成27年2
月に下部工から施工を開始し、平成29年11月に完成しました。上部
工の架設はＮＨＫ「プロフェッショナル 仕事の流儀」でも取り上げら
れています。大島架橋は大島住民の命の懸け橋としての機能ととも
に、震災復興の象徴と
しての役割も担って
おり、愛称を「鶴亀大
橋」として平成31年
春の全線開通が待た
れています。

　ガスは生活のライフラ
インの１つですが、地震
が発生しガス施設が倒壊
してしまったらとても甚
大 な 事 故とな ること、
人々の生活においても大
きな支障をきたすことと
なることは容易に想像で
きます。そうならないた
めにガス会社では、今日起こるかもしれない大地震への対策として
既に稼働している既設設備の耐震補強に取り組んでいます。
　本工事は、ガスを貯蔵するガスホルダーの基礎耐震補強工事とな
りますが、ガス施設内の狭隘地での施工が可能である工法、また、周
辺を住宅で囲まれた都市部に建設されていることから騒音振動を
抑えられる杭工法としてＳＴマイクロパイル工法（タイプⅠ）が採用さ
れました。都市ガスの安全と安定供給に貢献できた工事です。

1

3

2東日本コンクリート株式会社 極東興和株式会社

極東興和株式会社

地域の安全・安心への取り組み

地域活動への協賛

C � S � R Corporate Social Responsibility
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3,422

売上高
24,366

営業利益
1,372

現金預金
1,890

有形固定資産
3,612

無形固定資産
108

投資その他の資産
630

現金預金
3,949
有形固定資産
4,091
無形固定資産
104
投資その他の資産
584

固定資産
4,781

流動資産
14,830

資産合計
19,612

固定資産
4,350

流動資産
16,306

資産合計
20,657

経常利益
1,328

親会社
株主に
帰属する
当期
純利益
899

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）

売上高
23,669

営業外費用
97

営業利益
1,674

経常利益
1,632

親会社株主に
帰属する
当期純利益
1,025

税金等
調整前

当期純利益
1,637

非支配株主に
帰属する
当期純利益
0

法人税等
611

特別利益
5

特別損失
0

売上原価
販売費及び一般管理費

19,789
2,205

（単位：百万円）

流動負債
10,775
固定負債
3,225

純資産 5,611

負債
14,000

負債・純資産合計
19,612

純資産 4,714

負債
15,942

負債・純資産合計
20,657

（単位：百万円）

株主資本
5,335
その他の
包括利益累計額
116
新株予約権
159

株主資本
4,483

流動負債
14,852

その他の
包括利益累計額

100

固定負債
1,089

非支配株主持分
42

新株予約権
87

現金及び
現金同等物の期末残高

現金及び
現金同等物の期首残高

投資活動による
キャッシュ・フロー 財務活動による

キャッシュ・フロー

1,765
3,609

24.84

118.03

H29/3

26.36

140.13

H30/3

14.37

79.08

14.28

67.86

H28/3H27/3

（円） BPSEPS

0

50

100

150

△1,036 △542

営業活動による
キャッシュ・フロー

営業外収益
55

前連結会計年度
平成28年4月1日～平成29年3月31日

前連結会計年度末
平成29年3月31日現在

当連結会計年度
平成29年4月1日～平成30年3月31日

当連結会計年度
平成29年4月1日～平成30年3月31日

当連結会計年度末
平成30年3月31日現在

当連結会計年度末
平成30年3月31日現在

前連結会計年度末
平成29年3月31日現在

（注） 当社は、平成28年10月1日付で普通株式1株につき2株の株式
分割を行っております。平成27年3月期の期首に当該株式分割
が行われたと仮定して、「1株当たり当期純利益」「1株当たり純資
産」を算定しております。

連結損益計算書

連結貸借対照表

連結キャッシュ・フロー計算書 1株当たり
当期純利益（EPS）、純資産(BPS)

連結財務諸表 Consolidated Financial Statements 

8



グループの概況 （平成30年3月31日現在）

代表者及び役員 （平成30年6月22日現在）会社概要 （平成30年3月31日現在）

商号 株式会社 ビーアールホールディングス
Br.Holdings Corporation

設立 平成14年9月27日

本社所在地 広島市東区光町二丁目6番31号

電話 082-261-2860（代表）

資本金 3,017,041,000円

決算期 3月31日

従業員数 12名（連結521名）

代表取締役社長 藤 田 公 康

取締役 多 賀 邦 行

取締役 山 根 隆 志

取締役 山 縣 　 修

取締役 石 井 一 生

取締役 天 津 武 史

取締役・常勤監査等委員 藤 並 信 幸

取締役・監査等委員（社外） 小 田 清 和

取締役・監査等委員（社外） 佐 上 芳 春

極東興和株式会社
本社所在地／広島市
事業内容／PC構造物の設計・施工

PC及びRC製品の設計・製造・販売等
コンクリート構造物の診断・補修・補強等

東日本コンクリート株式会社
本社所在地／仙台市
事業内容／PC構造物の設計・施工

PC及びRC製品の設計・製造・販売等
コンクリート構造物の診断・補修・補強等

キョクトウ高宮株式会社
本社所在地／広島市
事業内容／PC製品及びコンクリート二次製品の

設計・製造・販売・施工等

ケイ・エヌ情報システム株式会社
本社所在地／広島市
事業内容／ソフトウェアの設計・開発及び販売等

豊工業株式会社
本社所在地／大分市
事業内容／PC及びコンクリート二次製品の

製造・販売等

株式会社
ビーアールホールディングス

会社概要 Corporate Profile
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株式の状況 （平成30年3月31日現在）

株価の推移

発行可能株式総数�･･････････････････････120,000,000株
発行済株式の総数�････････････････････････39,700,000株
株主数�････････････････････････････････････････33,470名

株主名 持株数（千株） 持株比率（%）

トウショウ産業株式会社 4,800 12.34
藤　田　公　康 2,695 6.93
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 1,870 4.81
ビーアールグループ社員持株会 1,265 3.25
ビーアールグループ取引先持株会大阪支部 1,021 2.63
広成建設株式会社 988 2.54
ビーアールグループ取引先持株会広島支部 959 2.47
株式会社三菱東京UFJ銀行 800 2.06
遠　藤　祐　子 713 1.83
藤　田　衛　成 700 1.80

大株主 （上位10名）

（注1）持株比率は自己株式（793千株）を控除して計算しております。
（注2）  株式会社三菱東京UFJ銀行は平成30年4月1日に名称を「株式会社三菱UFJ銀

行」に変更しております。

所有者別
株式分布状況

金融商品取引業者
565,119株
1.42%

北海道 148,660株
0.37%

東 北

関 東

中 部

外 地

九 州

四 国

中 国

近 畿

地域別
株式分布状況

1,763,365株
4.44%

18,923,669株
47.67%

1,473,400株
3.71%

1,044,800株
2.63%

202,234株
0.51%

1,787,994株
4.50%

10,922,148株
27.51%

3,433,730株
8.65%

その他の法人
7,525,401株
18.96%

外国法人等
1,047,900株
2.64%

金融機関
5,653,400株

14.23%

自己株式
793,176株

2.00%

個人・その他
24,115,004株

60.74%

出来高（株）株価（円）

平成29年平成29年 平成30年
5月4月3月2月1月12月11月10月9月8月7月6月5月4月

8,000,000

10,000,000

0

2,000,000

4,000,000

6,000,000

100

200

300

400

600

500

株式の状況 Stock Information
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表紙写真について

株主メモ

広島市東区光町二丁目6番31号　TEL 082-261-2860 FAX 082-261-2861
ホームページ　http://www.brhd.co.jp/
IR情報を当社ホームページに掲載いたしておりますので、こちらからもご覧ください。

事業年度 4月1日～翌年3月31日
期末配当金受領株主確定日 3月31日
中間配当金受領株主確定日 9月30日
定時株主総会 毎年6月
株主名簿管理人
特別口座の口座管理機関 三菱UFJ信託銀行株式会社

同連絡先 三菱UFJ信託銀行株式会社 大阪証券代行部
〒541-8502 大阪市中央区伏見町三丁目6番3号
TEL 0120-094-777（通話料無料）

上場証券取引所 東京証券取引所（市場第1部）
公告の方法 電子公告により行う。

当社ホームページ
（http://www.brhd.co.jp/koukoku/index.html）にて掲載。
（ ただし、やむを得ない事由により電子公告によることができない場合は、
日本経済新聞に掲載いたします。）

八軒家浜PC浮桟橋（大阪市中央区）

コンクリートの函を浮かせ、
水辺の賑わいを演出

発注者：大阪府


